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別紙２２の(４)　10分の1を超える議決権を有する者に関する事項
	
	氏名又は名称
	総議決権に対する比率
	（A）が委託放送事業者又は衛星役務利用放送事業者の3分の1以上の議決権を有する場合、当該事業者の名称
	備　考

	10分の1を超える
議決権を有する者

（A）
	
	　　　％
	
	

	
	うち（A）の有する議決権と計算される議決権を有する者

（B）
	
	％
	
	


【記載方法等】

（1）  委託放送事業者とは、放送法第2条第3号の5に規定する委託放送事業者をいい、衛星役務利用放送事業者とは、電気通信役務利用放送法施行規則（平成14年総務省令第5号）
第2条第1号に規定する衛星役務利用放送に係る電気通信役務利用放送法第3条第1項の登  

録を受けた者をいう。
（2）  議決権の取扱いは、次のアからウまでに定めるところにより計算し、記載すること。

ア　 一の者が自己の計算により議決権を有する場合、その議決権に係る株式の保有者の名義が異なっていても、その議決権は、当該一の者の有する議決権とするものとする。
また、一の者が、未公開株式（証券取引法（昭和23年法律第25号）第2条第16項に規定する証券取引所に上場されておらず、かつ、同法第75条第1項の店頭売買有価証券登録原簿に登録されていない株式をいう。）に係る議決権の行使について、信託契約に基づき指図を行うことができる権限を有する場合等、信託の受託者が当該一の者の意思と同一の内容の議決権を行使すると認められる場合においては、その議決権は当該一の者の有する議決権とみなして計算すること。

イ　 一の者が議決権の2分の1を超える議決権を有する法人又は団体が、放送局を開設しよ  

うとする者の議決権を有する場合、その議決権は、当該一の者の有する議決権とみなす。ただし、公益法人等（民法（明治29年法律第89号）第34条の規定により設立された法人、私立学校法（昭和24年法律第270号）第3条に規定する学校法人、社会福祉法（昭和26年法律第45号）第22条に規定する社会福祉法人、宗教法人法（昭和26年法律第126号）第4条第2項に規定する宗教法人及び特定非営利活動促進法（平成10年法律第7号）第2条第2項に規定する特定非営利活動法人をいう。以下同じ。）が放送局を開設しようとする者の議決権を有する場合にあっては、一の者の役員が当該公益法人等の3分の1を超える理事又は責任役員（以下「理事等」という。）を兼ねているときに、その議決権は当該一の者の有する議決権とみなして計算すること。
ウ　 イの本文の規定は、放送局を開設しようとする者の議決権を有する法人又は団体と一の者との間にこれらの者と議決権の保有を通じた関係にある一又は二以上の法人又は団体（以下「関連法人等」という。）が介在している場合（関連法人等及び当該法人又は団体がそれぞれその議決権の2分の1を超える議決権を当該一の者又は他の関連法人等（その議決権の2分の1を超える議決権が当該一の者又は他の関連法人等によって保有されているものに限る。）によって保有されている場合に限る。）に準用する。

エ　 ウの規定を適用する場合において、介在している関連法人等も10分の1以上の議決権
を有する者となるときは、当該関連法人等についても（A）及び（B）の欄を記載する
こと。なお、（B）の欄の記載については（A）の欄に記載される者の議決権と計算さ
れる議決権を、関連法人等を介在することなく直接有する者についてのみ記載するも
のとする。
（３）  （B）の欄は、議決権を有するすべての者について記載すること。

（４） 　備考の欄は、出資が株式の引受け以外の形態をとるときは、出資金、寄付金等の出資の種類を記載すること。また、（B）の欄を記載した場合は、当該欄の備考の欄に（A）の有する議決権と計算される理由を記載すること。

青字箇所は消去して提出してください。









